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Synopsis：　It　is　well　known　that　the　average　wage　salary　fbr　regular　women　workers　in　the　1990s　was　only　60
percent　of　their　male　counter脚s　in　Japan．　In　these　conditions，　some　peculiarities　of　the　Japanese　performance
appraisal　system，　that　is，　the　practice　of　not　announcing　the　results　to　workers，　and　lack　of　labor　union　regulations　and
options　fbr　workers　to　voice　discontent　with　their　appraisal　results，　have　often　been　pointed　out　in　previous　studies　as
some　of　the　causes　behind　the　gender　wage　gap，　Thus，　the　purpose　of　this　paper　is　to　analyze　the　actual　situation
surrounding　the　gender　wage　gap　among　regular　workers，　based　on‘‘A　consumer　cooperative”whose　appraisal　system
institutionally　has　all　the　above・・mentioned　characteristics，　The　data　comprised　actual　wage　data　of　the　consumer
cooperative　pertaining　to　the　1990s．　The　results　can　be　summarized　as　fbllows：（i）First，　when　the　differences　in　the
length　of　se！vice　between　men　and　women　are　considered，　we　can　state　that　the　average　wage　based　on　perfbmance　of
men　and　women　was　almost　equa1；（ii）Second，　in　some　cases，　women　were　promoted　faster　than　were　men（iii）Third，
the　average　wage　of　women　was　85　to　90　percent　of　that　of　men．　In　light　of　these　results，　the　appraisal　system
・encompassing　the　characteristics　mentioned　above，　could　be　regarded　as　effective　in　terms　of　bridging　the　gender　wage
gap．　On　the　other　hand，　ifthe　wage　gap　between　regular　and　non－regular　workers　is　considered　as　the　representative　of
the　gender　wage　gap，　the　gap　in　the　case　of　the　consumer　cooperative　shows　an　increase　during　the　1990s．　Thus，倉om
this　standpoint，　we　can　conclude　that　the　appraisal　system　has　shortcomings　with　regard　to　the　gender　wage　gap．
　Keywords：Gender　Wage　Gap，　Regular　Workers，　Labor　Union，　Appraisal　System，　Consumer　Cooperative
1．はじめに1
（1）課題
　周知の通り、1990年代以降、性差を理由に不当
な賃金差別を受けたとして、女性労働者が企業に対
して訴訟を起こす事件が続発した。これら訴訟事件
によって明らかとなり、また問題となったのは、勤
続を重ねた女性正規労働者と男性正規労働者との
著しい賃金格差であった。
　日本における正規労働者の男女間賃金格差は、国
際的にみてもその差は大きく、1980年代から2000
年代まで、男性正規労働者の賃金を100とすると、
女性正規労働者の賃金は60前後を推移してきたこ
とが知られている2。言うまでもなく、そうした格
差は男女間の年令、学歴、勤続年数や企業規模等の
諸属性の相違に全て還元できるものではなく3、た
とえば労働省の調査によれば、仮に男女間の諸属性
を同一のもとして調整しても、諸属性の男女間の相
違では説明することのできない格差が、2L7ポイン
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ト残ることが示されている4。
　このような男女間の賃金格差が生み出される要
因として、一つには日本企業における査定制度の問
題が指摘され、研究史においても日本の査定制度の
特徴を明らかにする研究が蓄積されてきた。それら
の研究としては、日英の査定制度の比較から日本の
査定制度の特徴を検討した木元氏の研究5、及び日
米比較を行うことにより、それを分析した遠藤氏の
研究6が挙げられる。本稿の問題関心に即して言え
ば、日本の査定制度には、①査定結果が非公開であ
ること、②評価要素がより主観的であり、査定は労
働組合による規制がないまま行われること、③査定
結果に対する被査定者の異議申し立ては認められ
ていないという特徴が指摘されている。
　こうした問題を背景に、今日では正規労働者の男
女間賃金格差を是正するために、主として例えば以
下の2つのアプローチが示されている。第一のアプ
ローチは、同一価値労働同一賃金原則を適用するこ
とにより、男女間の賃金格差を是正すべきであると
いうアプローチ7であり、第二のアプローチは、黒
田氏8、小越氏9らが主張する、査定結果の公開、査
定に対する労働組合の規制、及び査定結果の不満に
対する救済機関の設置によって、男女間の賃金格差
を是正すべきであるというアプローチである。
　本稿の課題は、今日、主張されている男女間の賃
金格差を是正するための取り組みのうち、第二のア
プローチに焦点をおき、A生活協同組合（以下、　A
生協）における正規労働者の男女間賃金格差の実態
を検討することで、その有効性と成果、及び当該取
り組みの今日的課題について検討することにある
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②事例の選定、及びA生協の概要
　このような課題設定を行うとすれば、同時に当該
アプローチを検討する上で、なぜA生協の場合を事
例として用いるのか、この点をまず明らかにしてお
くことが必要となろう。それは先述の通り日本の査
定制度は、その特徴として査定結果が非公開であり、
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労働組合による規制がなく、また査定結果に対する
救済機関が欠如している中、A生協は言わば例外的
に、査定結果を公開する等、第二のアプローチにお
ける3つの要件全てを制度上、備えているためであ
る。
　具体的には、A生協では82年に職能給が導入さ
れて以降、査定結果が全職員に公開され、査定制度
運用における相対評価が協定通りの比率に基づき
運用されているか、また他の職員に比べ、査定結果
あるいは賃金が不当に低い職員がいないか、毎年、
全職員の賃金を個票レベルでチェックしている。そ
して査定結果や賃金に関して不満が生じた際には、
職員は「賃金苦情申告書」を通して、労働組合に「苦
情」を申告することが制度上可能である。職員から
苦情が申告された後には、労働組合によって聞き取
りが行われ、その「苦情」が妥当なものと判断され
た場合には、理事会との交渉が行われる11。
以下では、次の手順に従い、検討を進めていく。次
節では企業に対する賃金差別訴訟事件が続発した
90年代における、A生協の賃金制度について関説し、
A生協の男女間賃金格差を検討する上での分析の視
点を明らかにする。第三節では、A生協の職能給、
職位給の運用に焦点を当てながら、正規職員の男女
間賃金格差の分析を行う。第四節では、『賃金構造
基本統計調査』を用いながら、日本における正規職
員の男女間賃金格差の動向とA生協の動向とを比
較し、A生協における正規労働者の男女間賃金格差
はどの程度のものであったのかを検討する。その上
で男女間の賃金格差に対するA生協労働組合の取
り組みの意義について検討を行い、またそれと同時
に当該取り組みの今日的課題について、若干の考察
を行う。
2．A生協の賃金制度
（1）制度の概要12
　　90年代におけるA生協の賃金制度は、①基準
内給与と②基準外給与とに分かれ、①基準内給与は、
年令給、努力給、職位給、調整給から、②基準外
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図表1　〈モデル世帯構成人員〉
年令 家族構成 家族人数 扶養者数
15才 単身 1人 0人
27才 結婚 2人 1人
30才 第一子 3人 2人
33才 第二子 4人 3人
40才 父又は母 5人 4人
1出所】A生協「新給与体系（案）」、1981年により作成
　15　　20　　25　　30　　35　　40　　45　　50　　55　　60
　　　　　　　　　　　　　　　　年令（才）
【出所】A生協労働組合（1992）『第7回定期大会議案書』、
　　A生協労働組合、101頁より作成
給与は、家族手当、特別手当、通勤手当、時間外手当、
休日労働手当、深夜勤務手当からなっていた。本稿で
はそれら賃金項目のうち、給与全体のおよそ95％を占
める、基準内給与に焦点を当て、その概要を検討して
いくこととしたい13。
　年令給は82年度の賃金制度改訂により導入され、
その額はモデル世帯構成人員の設定、及びそれを算出
の基礎とする標準生計費により設定された。モデル世
帯構成人員とは、標準的な世帯構成が想定され、82年
の導入時に、図表1の通りに設定された。年令給は、
この「モデル世帯構成人員」の定めた家族構成、及び
扶養者数からA市の標準生計費をもとに算出され、そ
の年齢別の推移（91年度賃金制度改訂後）を示せば図
表2の通りである。
　年令給は、その性格として、性別にかかわらず、ま
た世帯主であるか否かとは無関係に、基本的に14、実
年令によって一律に決定される賃金である。従って、
算定基準が年令という極めて明確な属性によって決ま
るという点で、「マギレ」のない賃金であり、制度上、
性差に基づく賃金格差が生じ得ない賃金項目となって
いる。
　一方、努力給は、年令給と同じく、82年度の賃金制
度改訂により導入された。努力給は、職能資格制度を
その算定の基礎とするいわゆる職能給の一種である
（以下、職能給）。同賃金は、82年の賃金制度改訂後、
91年の改訂により、資格と等級の改編が行われ、改編
後の資格と等級の概要は図表3の通りに決められた。
各資格内には、「管理」、「専門」、「専任」、「統括」の各
職群の区分が設けられ、それら職群は、図表4の通り
の定義が与えられている。そしてこれらの定義、及び
資格内の等級の定義に基づき、各職能等級において、
図表5の通り職位が括られた。また、職能給には、出
勤率8割以上の職員、かつ年2回の査定を受けた職員
に対して習熟昇給（定期昇給）があり、査定は成績考
課、能力考課、情意考課全てを含む考課票が用いられ
た。査定は労組、非労組員を問わず、全職員を対象と
して行われ、各職員の職能給は、相対評価に基づき5
段階（S，A，B，C，D）に分けられ、各等級内で定められ
た各査定結果に対応する職能給が支給されていた。今、
便宜的に等級2を例にとり、その具体的な運用につい
て確認すれば以下の通りである（図表6）。まず出勤率
が8割以上、かつ年2回の査定を受けた職員は、当該
年度に1号俸であれば2号俸への、3号俸であれば4
号俸への習熟昇給が与えられる。そして相対評価に基
づく査定結果から5段階（S，A，B，C，D）の評価が与え
られ、各号俸内で定められる当該評価の職能給が支給
される。換言すれば、習熟昇給が与えられるという点
で、職能給の運用は積み上げ方式であるが、当該号俸
内での受給額は前年度における査定結果の影響を受け
ないという点で、洗いかえ方式の職能給が運用がされ
ていたと言える。
　次に職位給は各職員の就いている職位に基づき、一
律支給される賃金であり、各等級に対応する職位ごと
に、図表5の最右列が示す職位給が支払われた。職位
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図表3　　〈職能等級〉??
管理 専門 専任 統括 対応職位
10 統括管理職 7
9 高度管理職 高度開発職 統括管理補佐 6
8 高度管理職補佐 高度開発職補佐 5
7 上級管理職 上級専門職 上級専任職 4
6 中級管理職 中級専門職 中級専任職 3
5 初級管理職 初級専門職 初級専任職 2
4 指導定型職 1
3 判断定型職
2 熟練定型職
1 単純定型職
［出所】A生協労働組合（1990）「正規職員新賃金体系提案に対する労働組合の方針（案）」
27頁より転記
図表5 〈職能等級と職位〉 （単位：円）
等級 管理職、統括職 専門職 専任職 職位給
10 部長A、室長A 統括企画担当A 職位780000
9 部長B、室長B、指 統括企画担当B、上 職位6
導統括、店長、セン 級専門職A、システ 70，000
ター長、工場長 ムアナリストA
8 指導統括、店長、次 上級専門職B、シス 職位5
長、課長A、センター長、工場長 テムアナリストB、
､品開発A 60，000
7 店長、センター長、 中級専門職A、シス 職位4
課長B、管理長A、
w導統括アシスタン 蕎盒議窓篇 55，000
ト、 A、理事会事務局地
区担当
6 店長、地区副店長、 中級専門職B、シス 熟練A 職位3店舗マネージャーﾓ㌢篇霧滞
テムエンジニアB、
､務B、数量コントローラーA
45，000
シスタント、係長C、
係長A
5 係長B、店舗マネー
WャーB、副センター長、副管理長、ラ
夢攣鞭騒呈ントローラーB、主 熟練B 職位2
P5，000
インマネージャー、 任A主任A
4 店舗マネージャー 初級専門職B、プロ 主任 職位1C、主任B、担当A グラマーB、主任B 5，000
図表4　〈職群の定義〉
経営全般の管理を行う総合的人材群。時期を
失せず、人・物・金・情報の資産を最大限活
用し、収益向上と社会的役割の発揮できる
人。
部下の育成・活用によって、組合員・ユーザ
ーの要求に応え、業績目標を達成する人材
群。他に、競争対策や地域での役割発揮がで
きる人
企画・開発を行う戦略的人材群・商品・情報・
教育・労務・財務などの分野に高度な知識や
技術を有する人
一定の限定された部門での熟練的人材群。演
出・加工などの実技や判断に高度に習熟した
技能を有する人
【出所】A生協労働組合（1990）「正規職員新賃金体
系提案に対する労働組合の方針（案）43頁より転記
図表6〈等級2における職能給額〉　（単位：円）
号 S A B C D
1 4620045500449004430043600
2 48，800 48，10047，50046，90046，200
3 5140050700501004950048800
4 54，00053，30052，700 52，10051，400
5 5660055900553005470054000
6 59，200 58，5007，90057，300 56，600
7 618006110060500 59900592 0
8 62，5006210061，80061，500 61，200
9 6380063400 6310062800 62500
10 65，10064，7006440064，10063800
［出所】A生協労働組合（1992）『第7回定期大会議案書』，
A生協労働組合、106頁より転記
蠣郭闘讐搦1劉鴫魏蜷蟹藩提案に対する労働組合
給は、職員が就いている職位によって賃金が決まると
いう点で、明確な基準に基づく賃金項目ではある。だ
が、留意すべきことは、男女間で就いている職位に偏
りがあり、職位給の額が低い職位に女性が長く勤続し
ている、あるいはそうした職位に女性が追いやられて
いる場合には、男女間の賃金格差を生み出す賃金とな
り得ることである。
　　最後に調整給についてみれば、調整給は、労働の
質、技術・職歴に照らして、他と極端に不釣合がある
場合、または事情により減給を生じる場合に支給され
る給与であった。また調整給にはとりくずしの原則が
定められ、昇給時にそれまでの昇給額が帳消しにされ
る給与となっていた。なお、各賃金項目が、基準内給
与に占める割合を示しておけば、年令給は、57．9％、
努力給は34．4％、職位給7．0％、調整給は0．5％（小数
点第二位切捨て、94年12月度）となっている。
　以上の点から、A生協の賃金制度において、年令給
は「マギレ」のない賃金あり、男女間で賃金格差のつ
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図表7　〈A生協における各等級内の男女間賃金格差の推移〉 （単位：円、年）
〈男性一女性〉 1994年 1995年1996年1997年1998年1999年2000年習熟昇級
1等級 職能給ﾎ続年数
383
O．2
一786
|0．2 一一 一一 一一 一一
1，208
@0．4
2ρ00
2等級 職能給ﾎ続年数
993
O．6
876
O．4
一75
O．3
　2
O．2
783
O．4
742
O．3
3，099
@1．4
2，600
3等級 職能給ﾎ続年数
3，725
@1．7
1，745
@0．6
2，584
@0，8
3，036@122，972@1．1 3，645@1．9 5，284@2．7
3，200
4等級 職能給ﾎ続年数
4，420@L64，666@1．4
7，694
@3．4
6，225
@3．2
5，652
@2．8
6，263
@3．3
6，395
@3．0
3，900
5等級 職能給ﾎ続年数
5，810@L95，000@2．7 7，442@4．9 8，609@6，8 9，408@6．3 9，654@5．6 8，149@5．6
4，600
6等級 職能給ﾎ続年数
4，953
|1．8
6，551
@0．1
5，164
@0．7
5，271
@0．1
6，211
@1．4
7，509
@2．1
8，396
@2．6
5，400
【注】・職能給の数値は、各資格内の〈男性平均職能給〉一〈女性平均職能給〉から算出。
　・勤続年数の数値は、各資格内のく男性平均勤続年数〉一く女性平均勤続年数〉。
　・　表中「一」は、明らかにすることが出来なかった数値。
　・表中の太枠は、各等級内で男女間の平均職能給受給額で最も乖離幅が大きかった年度
【出所】A生協「正規職員賃金資料」各年度より作成。
かない賃金項目であるのに対し、職能給は、主観的な
評価要素を含む査定制度により、また職位給では職員
が就いている職位に男女間で偏りがある場合に、男女
間の賃金格差を生む賃金項目であるということが把握
できた。
　これら理由により、次節では、A生協の男女間の賃
金格差を検討する際、A生協の基準内給与のうち、原
理的に男女間の賃金格差を生む可能性がある職能給、
及び職位給に焦点を当て検討を行っていくこととした
い15。
3．A生協における男女間賃金格差
（1）職能給における男女間賃金格差
　まず職能給における男女間賃金格差を検討していく
こととしよう16。図表7は各等級内における平均職能
給（受給額）の男女間の差（＝〈男性平均職能給〉一
く女性平均職能給〉）、及び平均勤続年数の差（＝〈
男性平均勤続年数〉一く女性平均勤続年数〉）の推移
をまとめたものである。表中の職能給の値が全体的に
プラスになっていることから、各等級内で女性よりも、
男性の方が高い職能給を受給していることがわかる。
各等級内における職能給受給額のうち、男女間で最も
差が開いている額に注目すれば、1等級、2等級、3
等級では、各々、1，208円（2000年）、3，099円（2000
年）、5，284円（2000年）となり、4等級では7，694
円（1996年）、5等級では9，654円（1999年）、6等
級は8，396円（2000年）となっている。
　他方、各等級内の男女間の勤続年数の差に注目すれ
ば、先ほどと同様に各値が概ね正の値になっているこ
とから、男性職員は女性職員に比べ勤続年数が長いこ
とが把握できる。各等級内で男女間の職能給受給額の
うち、最も隔たりがあった年度の勤続年数を確認すれ
ば、その値は1等級で0．4年（2000年）、2等級で1．4
年（2000年）、3等級で2．7年（2000年）であり、以
下4等級では3．4年（1996年）、5等級では5．6年（1999
年）、6等級では2．6年（2000年）となっている。
　先述の通りA生協の職能給には、その性格の1つと
して各等級内で勤続年数1年ごとに習熟昇級が設定さ
れ、勤続年数が1年増えるに従い、習熟昇級の額だけ
職能給は上昇する性格の賃金項目であった。そのため、
先ほど確認した男女間での職能給受給額の差は、これ
ら各等級内での勤続年数の差、及び習熟昇級を要因と
する見かけ上の格差である可能性もある。この点を明
らかにするために、勤続年数の差をもとに習熟昇給の
額により、どれほど職能給が高くなるかを計算し、実
際の各等級内の男女間の賃金格差と比較することとし
たい（図表8）。図表8が示す通り、勤続年数の男女間
の差に基づく習熟昇級額（表中④）に比べ、実際の男
女間の職能給受給額（表中⑤）の差は、1等級で約400
円高くなっているが、それ以外の等級ではおよそ600
円（2等級）～16，000円（5等級）下回っている。こ
のことから実際に支給された職能給の額で見れば各等
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図表8〈勤続年数の相違に基づく習熟昇級額と実際の職能給受給額の男女間格差〉 （単位：円、年）
各等級 1等級 2等級 3等級 4等級 5等級 6等級
①男女間職能給賃金格差、最大年度 2000年20000年 2000年1996年1999年2000年
②当該年度における平均勤続年数の差 0．4 1．4 2．7 3．4 5．6 2．6
③各等級内における習熟昇級額 20002，600 3，200 3，900 4，6005，400
④平均勤続年数の差による賃金格差（②×③） 800 3640 8640132602576014040
⑤実際の各等級内の男女間の職能給の差 1208 3，099 5，284 7，694 9，654 8936
【出所】A生協「正規職員賃金資料」各年度より作成。
図表9　各職位における男女間の平均勤続年数の差
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【注1・表中各数値は、各職位内における男女間の平均勤続年数の差 （＝〈女性平均勤続年数〉
　　一く男性平均勤続年数〉）
　　・表中「一」は調査にて明らかにすることができなかった数値
　　・表中太枠は、各職位において、女性の平均勤続年数に比べ相対的に、男性の平均勤続年
　　数が最も短かった年度を示している。
【出所】A生協「正規職員賃金資料」各年度より作成
級において、男性の職能給受給額が概して高くなって
いるが、各等級内男女間の勤続年数の相違、及び各等
級内の習熟昇級を勘案すれば、A生協においてはむし
ろ女性正規職員の方が相対的に高い職能給を受給して
いたと言える。
（2）職位給における男女間賃金格差
　職能給に続き、職位給について検討していくことと
したい。職位給について再度、その性格を確認してお
けば、職位給は職員が就いている職位に基づき一律に
支給される給与であるが、男女間で就いている職位に
隔たりがある場合には、その隔たりに基づき男女間の
賃金格差が生じることとなる賃金項目であった。以下
では、まず各職位において、男女の勤続年数にどれほ
どの差があるかを検討していくこととしたい。各職位
における勤続年数に着目するのは、仮に女性がより低
い職位に滞留、あるいは追いやられ、より高位の職位
に男性が就いている場合には、より低い職位における
女性の勤続年数が男性に比べ相当程度高くなっている
はずであるからである。
　図表9は、各職位における男女間の平均勤続年数の
差（＝〈女性平均勤続年数〉一〈男性平均勤続年数〉
を各年度別にまとめたものである。表中の各値が概し
て負の値となっていることから、全体的に男性の平均
勤続年数より、女性職員の平均勤続年数の方が短い、
やや言い方を変えれば、男性職員に比べより早く上位
の職位についていることがわかる。各年度の中で、全
ての値が正となっている（男性の方が女性に比べ平均
勤続年数が短い、すなわち男性の方が早く当該職位に
到達している）職位は、職位3のみであるが、1994
年に2．3年であった平均勤続年数の差は、2000年にか
けてその値が小さくなり、2000年には0．2年とほとん
ど差がなくなっている。このことから、職位3におい
ても女性の平均勤続年数は短くなり、従前に比べ、よ
り早期に職位3の仕事に就く傾向にあったことがわか
る。
　以上のことから職位給においても、むしろ女性の方
が男性に比べ、より上位の職位に早く就く傾向にあり、
やや例外的であった職位3においても、男女間の勤続
年数の差は縮まり、2000年時においてはほとんど差が
見られなくなったと言える。
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図表10
比率
（女性／男性）
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90％
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【A生協の男女間賃金格差の水準】
＋男女間賃金格差（賃金センサス）
｝” р?@一男女間賃金格差（A生協）
50％
　　　94　　　　95　　　96　　　　97　　　　98　　　　99　　　00
【注】
・「男女間賃金格差（賃金センサス）」＝各年度における、決
まって支給される現金給与額（女性）／（男性）により算出
・「男女間賃金格差（A生協）」は、各年度における、女性基
準内給与平均／男性基準内給与平均により算出
【出典】
労働省政策調査部編『賃金構造基本統計調査』、労働法令
協会、各年度、及びA生協「正規職員賃金資料」各年度に
より作成
図表11
比率 一th一正規職員間の賃金格差
一雇用形態間の賃金格差
　　　94　　　　95　　　　96　　　　97　　　　98　　　　99　　　　00
【注】
・「正規職員間の賃金格差」は、表10における「男女間賃金
格差（A生協）に同じ
・「雇用形態間の賃金格差」について、正規職員の平均基
準内給与を所定内労働時間で割り、時給換算し、その値
でパートの基準内平均時給を除して算出。
【出典】
A生協「正規職員賃金資料」各年度、及び「パート職員賃金
資料」各年度により作成
4．A生協労働組合の取り組みの意義と課題
　以上、これまでA生協における男女間の賃金格差
について検討を行ってきたが、本節ではまず、90
年代のA生協における正規職員の男女間賃金格差
の推移と、同時期の日本における正規職員の男女間
賃金格差の推移とを比べ、A生協の男女間賃金格差
はどの程度の水準であったのかを明らかにするこ
ととしたい。
　図表10は、A生協における正規職員の男女間賃
金格差（基準内給与）の推移と、同時期の日本にお
ける正規職員の男女間賃金格差（決まって支給され
る現金給与）の推移を示したものである。図表10
が示すように、94年以降、日本における正規職員の
男女間賃金格差は、およそ60％を推移していたのに
対し、A生協における男女間賃金格差は約90％を推
移し、A生協の格差は、それに比べ相当程度限定的
であったことが把握できる。
　この点を鑑みれば、A生協労働組合による男女間
の賃金格差に対する取り組み、すなわち査定結果の
公開、労働組合による査定の規制、及び査定結果に
対する救済機関の設置によって、賃金格差を是正す
るという取り組みは、その可能性として相当程度、
有効的に機能した1つの表れとして理解し得よう。
この点において、その意義が認められ得る。
　その一方で、今日における非正規雇用の増加、及
び正規職員と非正規職員の賃金格差の拡大は、同時
に賃金の性差別構造の一形態を生み出していると
いう指摘17を踏まえれば、A生協における男女間賃
金格差に対する取り組みについて、その評価を一定
範囲に留めることもまた必要となる。
　A生協においても80年代以降、女性パート職員
は増加し、またその職域は拡大してきたが18、正規
職員と非正規職員の賃金格差の推移を示せば、図表
11の通り、およそ50％を推移し、その差は拡大傾
向にあったことがわかる。今、A生協における正規
職員のおよそ9割が男性であり、パート職員の大部
分が女性であるという事実に照らせば、A生協にお
ける雇用形態間の賃金格差は、賃金の男女間格差の
一形態であり、A生協の取り組みは当該賃金格差の
是正には有効に働いていたという保障はない。A生
協の男女間賃金格差に対する取り組みは、正規職員
における男女間賃金格差の是正には相当程度の役
割を果たしたものと理解しえるが、それと同時に今
日の非正規雇用の増大という潮流の中においては、
その課題をなお内包しているものとして考えられ
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る。
5．今後の課題
　本稿では、これまでA生協を事例に、A生協にお
ける正規労働者の男女間賃金格差の実態について、
主として検討を行ってきた。それに対する本稿の小
括は上述の通りであるが、今後、それらを踏まえ、
少なくとも以下の三点について検討していくこと
が必要であろう。
　第一に、A生協が制度上、備えている査定制度の
運用により、実際にどのような労働者が賃金等に関
する苦情の申告を行い、またそれに対して労働組合
のどのような対応のプロセスを経て、労働者の処遇
改善が行われたのか、その詳細を各労働者の個別的、
かっ具体的な事例に照らし合わせ分析を拡充して
いくことである。第二に、分析対象の拡大である。
本稿は、日本においては一般的であるとされる査定
制度とは、異なる特徴を有するA生協を事例に検討
を行ってきたが、今後、A生協と同様に、一般的で
はないとされる査定制度を運営している事業体等
を対象に、男女間の賃金格差の分析を行い、双方を
比較、検討をすることで論点を整理し、考察を深め
ていくこととしたい。第三に、分析対象期間の拡大
である。A生協では2000年代に入り、職能給に代
わり役割給が導入にされるに至っているが、本稿に
おいては、90年代を分析の対象としたため、役割給
の運用について検討の対象外となっている。今後、
役割給を導入されたことにより、男女間の賃金格差
にどのような変化が見られたのか、あるいは否なの
か等を含め、さらに検討を進めていくこととしたい。
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対しては、実年齢とは異なる「換算年齢」が設定され、
「換算年齢」に基づき年齢給が決定される。82年度の
賃金制度改訂後は，「換算年齢」と実年齢の差は，勤続
1年につき，1年補正され，実年齢に近づけられる。
15　調整給については、基準内給与に占める割合が
およそ0．5％であること、またその性格が、給与に不釣
合いが生じた場合に支給する給与であるため、検討の
対象から外すこととする。
16　本稿においては、職能給の分析対象を1等級から
6等級に限っている。それは7等級から10等級におい
ては、①対象となる職員数が著しく減ること、それに
伴い②異常値の影響を強く受けること、そして③必ず
しも厳密な分析を行うのに耐える形で資料を収集する
ことができなかったことに因る。同点については、稿
を改め検討することとしたい。
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